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１．当四半期決算に関する定性的情報

（１）経営成績に関する説明

 当第３四半期連結累計期間におけるわが国経済は、雇用環境の改善により、景気は緩やかな回復基調で推移いた

しました。しかしながら、米国新政権の動向への期待感から円安や株高等の動きがあるものの、新興国経済の減速

や英国の欧州連合離脱問題等により、世界経済の先行きは依然として不透明な状況が続いています。

 石油製品販売業界におきまして、国内石油製品需要は、ガソリンや軽油は堅調に推移し、灯油は暖房需要が早期

に始まったことにより増加いたしました。しかしながら、電力向け重油が低調に推移し、燃料油の販売数量は前年

同期に比べ減少いたしました。国内石油製品価格は、前期末から原油価格が緩やかな上昇基調で推移し、当第３四

半期末に前年同期を上回りましたが、当第３四半期累計期間においては、前年同期と比べ低下いたしました。

 このような状況下、当第３四半期連結累計期間の当社グループ業績は、石油関連事業におきまして、前年同期に

比べ原油価格が低下したことに伴い、燃料油販売価格が低下したことや、電力部門における発電所向けＣ重油の販

売数量が減少したこと等により、売上高は40,125,565千円、前年同期比16.0%の減収となりました。また、石油製

品の市況悪化の影響等により、営業損失は72,642千円（前年同期は営業利益304,423千円）、経常利益は93,601千

円、前年同期比80.8%の減益となりました。親会社株主に帰属する四半期純損失は11,128千円（前年同期は親会社

株主に帰属する四半期純利益268,745千円）となりました。

 セグメント別及び部門別の状況は次のとおりであります。

 なお、第１四半期連結累計期間より、組織の変更に伴い、従来「石油関連事業」に表示しておりました「太陽光

関連商材販売事業」を、「再生可能エネルギー関連事業」に変更しております。

 前年同期比につきましては、前第３四半期連結累計期間の数値をセグメント変更後の数値に組み替えた上で比較

しております。 

 

 ＜石油関連事業＞

 (直営部門)

 直営部門につきましては、６月に不採算ＳＳ（サービスステーション）を閉鎖したものの、セルフＳＳを中心に

受入体制を強化したことに伴い、燃料油の販売数量は増加いたしました。しかしながら、前年同期に比べ原油価格

が低下したことに伴い、燃料油販売価格が低下し、売上高は15,926,114千円、前年同期比4.5%の減収となりまし

た。

 (卸部門)

 卸部門につきましては、前年同期に比べ原油価格が低下したことに伴い、燃料油販売価格が低下し、売上高は

5,925,840千円、前年同期比15.2%の減収となりました。

 (直需部門)

 直需部門につきましては、法人向け燃料油カード発券の営業活動を強化し、ガソリンと軽油の販売数量が増加い

たしました。また、スポット案件も寄与し灯油の販売数量が増加いたしました。しかしながら、前年同期に比べ原

油価格が低下したことに伴い、燃料油販売価格が低下したことや火力発電所向けＣ重油の販売数量の減少により、

売上高は12,259,148千円、前年同期比28.0%の減収となりました。

 (産業資材部門)

 産業資材部門につきましては、石油化学製品は、原料製品の販売数量は前年同期並みに推移したものの、販売価

格の低下により、売上高は減少いたしました。農業資材は、夏期の遮熱資材等の販売が堅調に推移いたしました。

その結果、売上高は2,888,955千円、前年同期比13.9%の減収となりました。

 (その他部門)

 その他部門につきましては、液化石油ガス販売において、前年同期に比べ販売価格が低下したこと等により、売

上高は792,784千円、前年同期比16.3%の減収となりました。

 ＜外食事業＞

 外食事業につきましては、ケンタッキーフライドチキン店は、各種キャンペーンが前年度に比べ伸び悩んだこと

等により、売上高は減少いたしました。また、タリーズコーヒー店は、前年度第４四半期に１店舗の運営を終了し

たことにより、売上高は減少いたしました。その結果、売上高は746,401千円、前年同期比8.2%の減収となりまし

た。

 ＜不動産事業＞

 不動産事業につきましては、前年度第４四半期に竣工した賃貸マンションが収益に寄与し、売上高は442,096千

円、前年同期比7.2%の増収となりました。
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 ＜再生可能エネルギー関連事業＞

 再生可能エネルギー関連事業につきましては、太陽光関連商材販売事業は、機器販売や発電所運営のノウハウを

活かし、コンサルティング営業を強化いたしました。しかしながら、前年度の優遇制度による駆け込み需要や大型

案件受注の反動等により機器販売が減少し、売上高は減少いたしました。日新諏訪太陽光発電所につきましては、

売電実績はほぼ前年並みに推移いたしました。その結果、売上高は1,144,224千円、前年同期比26.1%の減収となり

ました。

 

 

（２）財政状態に関する説明

資産、負債及び純資産の状況

 (総資産)

 総資産は、前連結会計年度末に比べ、2,214,141千円増加し、26,969,607千円となりました。これは、受取手形

及び売掛金が602,322千円、商品及び製品が168,116千円、未収入金が305,991千円、建設仮勘定が745,379千円、投

資有価証券及び関係会社株式が381,165千円増加したことなどによるものです。

 (負債)

 負債は、前連結会計年度末に比べ、1,818,637千円増加し、9,289,987千円となりました。これは、社債が

400,000千円減少したものの、支払手形及び買掛金が901,461千円、借入金が1,223,463千円増加したことなどによ

るものです。

 (純資産)

 純資産は、前連結会計年度末に比べ、395,503千円増加し、17,679,620千円となりました。これは、利益剰余金

が132,206千円減少したものの、その他有価証券評価差額金が375,926千円、非支配株主持分が152,562千円増加し

たことなどによるものです。

 この結果、１株当たり純資産は前連結会計年度末と比べ、36.11円増加し、2,587.91円となりました。

 

 

（３）連結業績予想などの将来予測情報に関する説明

 平成29年３月期の連結業績予想につきましては、経済情勢や石油製品価格の動向が不透明なこともあり、現段階

では、平成28年５月10日に公表いたしました連結業績予想から変更いたしません。

 なお、連結業績予想につきましては、本資料の発表日現在入手している情報に基づいて当社が判断したものであ

り、実際の業績はさまざまな要因により予想数値と異なる結果になる可能性があります。
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２．サマリー情報（注記事項）に関する事項

（１）当四半期連結累計期間における重要な子会社の異動

 該当事項はありません。

 

 

（２）四半期連結財務諸表の作成に特有の会計処理の適用

 該当事項はありません。

 

 

（３）会計方針の変更・会計上の見積りの変更・修正再表示

（会計上の見積りの変更と区別することが困難な会計方針の変更） 

  （有形固定資産の減価償却方法の変更） 

 当社及び国内連結子会社は、従来、有形固定資産（リース資産を除く）の減価償却方法について、定率法（た

だし、平成10年４月１日以降に取得した建物（建物附属設備を除く）については定額法）を採用しておりました

が、第１四半期連結会計期間より定額法に変更しております。

 この変更は、石油関連事業における新ＰＯＳシステムの一斉導入及び連結子会社における大規模太陽光発電設

備の取得を契機として、当社及び国内連結子会社の保有する有形固定資産の使用実態を検証した結果、当社及び

国内連結子会社の主要な資産については、今後も安定的使用が見込まれることから、減価償却方法として定額法

を採用することが、当社グループの経済的実態をより適切に反映する合理的な方法であると判断したためであり

ます。

 これにより、当第３四半期連結累計期間の営業損失が68,334千円減少し、経常利益及び税金等調整前四半期純利

益はそれぞれ68,334千円増加しております。

 

 

 

３．継続企業の前提に関する重要事象等

 該当事項はありません。
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４．四半期連結財務諸表

（１）四半期連結貸借対照表

    （単位：千円） 

 
前連結会計年度 

(平成28年３月31日) 
当第３四半期連結会計期間 

(平成28年12月31日) 

資産の部    

流動資産    

現金及び預金 2,241,140 2,220,855 

受取手形及び売掛金 6,288,444 6,890,766 

商品及び製品 814,177 982,293 

その他 300,252 629,733 

貸倒引当金 △10,772 △10,624 

流動資産合計 9,633,243 10,713,024 

固定資産    

有形固定資産    

建物及び構築物（純額） 3,388,364 3,220,305 

土地 5,708,183 5,709,821 

その他（純額） 549,547 1,460,564 

有形固定資産合計 9,646,096 10,390,691 

無形固定資産 176,956 173,715 

投資その他の資産    

投資有価証券 3,613,785 3,886,086 

関係会社株式 862,722 971,586 

その他 893,987 900,712 

貸倒引当金 △71,325 △66,210 

投資その他の資産合計 5,299,170 5,692,176 

固定資産合計 15,122,223 16,256,583 

資産合計 24,755,466 26,969,607 

負債の部    

流動負債    

支払手形及び買掛金 1,322,375 2,223,837 

短期借入金 689,164 1,081,664 

未払法人税等 179,841 747 

賞与引当金 248,371 103,200 

役員賞与引当金 9,800 6,100 

その他 1,273,814 1,421,569 

流動負債合計 3,723,367 4,837,119 

固定負債    

社債 300,000 － 

長期借入金 1,693,338 2,524,301 

繰延税金負債 289,685 433,175 

役員退職慰労引当金 36,403 36,403 

退職給付に係る負債 770,303 800,695 

資産除去債務 80,666 81,498 

その他 577,585 576,794 

固定負債合計 3,747,982 4,452,868 

負債合計 7,471,349 9,289,987 
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    （単位：千円） 

 
前連結会計年度 

(平成28年３月31日) 
当第３四半期連結会計期間 

(平成28年12月31日) 

純資産の部    

株主資本    

資本金 3,624,000 3,624,000 

資本剰余金 3,281,625 3,281,625 

利益剰余金 9,890,379 9,758,173 

自己株式 △643,397 △643,397 

株主資本合計 16,152,607 16,020,401 

その他の包括利益累計額    

その他有価証券評価差額金 1,101,468 1,477,395 

為替換算調整勘定 △5,844 △17,801 

退職給付に係る調整累計額 △83,421 △72,244 

その他の包括利益累計額合計 1,012,202 1,387,349 

非支配株主持分 119,306 271,869 

純資産合計 17,284,116 17,679,620 

負債純資産合計 24,755,466 26,969,607 
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（２）四半期連結損益計算書及び四半期連結包括利益計算書

（四半期連結損益計算書）

（第３四半期連結累計期間）

    （単位：千円） 

 
前第３四半期連結累計期間 
(自 平成27年４月１日 

 至 平成27年12月31日) 

当第３四半期連結累計期間 
(自 平成28年４月１日 
 至 平成28年12月31日) 

売上高 47,762,224 40,125,565 

売上原価 42,666,952 35,466,732 

売上総利益 5,095,271 4,658,832 

販売費及び一般管理費 4,790,847 4,731,475 

営業利益又は営業損失（△） 304,423 △72,642 

営業外収益    

受取利息 2,287 2,573 

受取配当金 110,710 112,425 

持分法による投資利益 9,447 8,192 

その他 100,134 116,075 

営業外収益合計 222,580 239,267 

営業外費用    

支払利息 25,051 34,384 

開業費償却 － 20,868 

その他 15,595 17,769 

営業外費用合計 40,646 73,022 

経常利益 486,358 93,601 

特別利益    

投資有価証券売却益 － 86,327 

受取補償金 － 18,000 

特別利益合計 － 104,327 

特別損失    

減損損失 34,260 163,030 

特別損失合計 34,260 163,030 

税金等調整前四半期純利益 452,097 34,898 

法人税、住民税及び事業税 144,169 33,214 

法人税等調整額 39,182 28,970 

法人税等合計 183,352 62,184 

四半期純利益又は四半期純損失（△） 268,745 △27,285 

非支配株主に帰属する四半期純損失（△） － △16,157 

親会社株主に帰属する四半期純利益又は親会社株主

に帰属する四半期純損失（△） 
268,745 △11,128 
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（四半期連結包括利益計算書）

（第３四半期連結累計期間）

    （単位：千円） 

 
前第３四半期連結累計期間 
(自 平成27年４月１日 

 至 平成27年12月31日) 

当第３四半期連結累計期間 
(自 平成28年４月１日 
 至 平成28年12月31日) 

四半期純利益又は四半期純損失（△） 268,745 △27,285 

その他の包括利益    

その他有価証券評価差額金 134,478 373,969 

為替換算調整勘定 △27,808 △11,956 

退職給付に係る調整額 △8,632 11,177 

持分法適用会社に対する持分相当額 210 1,957 

その他の包括利益合計 98,247 375,147 

四半期包括利益 366,993 347,861 

（内訳）    

親会社株主に係る四半期包括利益 366,993 364,019 

非支配株主に係る四半期包括利益 － △16,157 
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（３）四半期連結財務諸表に関する注記事項

（継続企業の前提に関する注記）

 該当事項はありません。

 

（株主資本の金額に著しい変動があった場合の注記）

 該当事項はありません。

 

（セグメント情報等）

【セグメント情報】

Ⅰ 前第３四半期連結累計期間（自 平成27年４月１日 至 平成27年12月31日） 

１．報告セグメントごとの売上高及び利益又は損失の金額に関する情報

            (単位：千円） 

  報告セグメント 

計 
調整額 
（注）１ 

四半期連結 
損益計算書 
計上額 
（注）２  

石油関連 
事業 

外食事業 不動産事業 
再生可能 
エネルギー 
関連事業 

売上高              

外部顧客への
売上高 

44,988,716 812,952 412,536 1,548,019 47,762,224 － 47,762,224 

セグメント間
の内部売上高
又は振替高 

－ － 37,909 － 37,909 △37,909 － 

計 44,988,716 812,952 450,446 1,548,019 47,800,134 △37,909 47,762,224 

セグメント利益

又は損失（△） 
201,124 △15,480 248,101 134,706 568,451 △264,027 304,423 

（注）１．セグメント利益又は損失の調整額△264,027千円は、各報告セグメントに配分していない全社費用であり

ます。全社費用は、主に報告セグメントに帰属しない総務、経理等管理部門に係る費用であります。

   ２．セグメント利益又は損失は、四半期連結損益計算書の営業利益と調整を行っております。

 

Ⅱ 当第３四半期連結累計期間（自 平成28年４月１日 至 平成28年12月31日） 

１．報告セグメントごとの売上高及び利益又は損失の金額に関する情報

            (単位：千円） 

  報告セグメント 

計 
調整額 
（注）１ 

四半期連結 
損益計算書 
計上額 

（注）２  
石油関連 
事業 

外食事業 不動産事業 
再生可能 
エネルギー 
関連事業 

売上高              

外部顧客への
売上高 

37,792,843 746,401 442,096 1,144,224 40,125,565 － 40,125,565 

セグメント間
の内部売上高
又は振替高 

－ － 38,163 － 38,163 △38,163 － 

計 37,792,843 746,401 480,260 1,144,224 40,163,729 △38,163 40,125,565 

セグメント利益

又は損失（△） 
△105,995 △7,169 301,541 13,079 201,455 △274,098 △72,642 

（注）１．セグメント利益又は損失の調整額△274,098千円は、各報告セグメントに配分していない全社費用であり

ます。全社費用は、主に報告セグメントに帰属しない総務、経理等管理部門に係る費用であります。

   ２．セグメント利益又は損失は、四半期連結損益計算書の営業損失と調整を行っております。
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２．報告セグメントの変更等に関する事項

 （報告セグメント区分の変更）

 前連結会計年度末から、「その他」に表示しておりました「再生可能エネルギー関連事業」について量的重

要性が増したため、報告セグメントとして記載する方法に変更しております。

 また、第１四半期連結累計期間より、組織の変更に伴い、従来「石油関連事業」に表示しておりました「太

陽光関連商材販売事業」を、「再生可能エネルギー関連事業」に変更しております。

 なお、前第３四半期連結累計期間のセグメント情報は、変更後の報告セグメントの区分に基づき作成したも

のを開示しております。

 

 

（有形固定資産の減価償却方法の変更） 

 「会計上の見積りの変更と区別することが困難な会計方針の変更」に記載のとおり、当社及び国内連結子会

社は、従来、有形固定資産（リース資産を除く）の減価償却方法について、定率法（ただし、平成10年４月１

日以降に取得した建物（建物附属設備を除く）については定額法）を採用しておりましたが、第１四半期連結

会計期間より定額法に変更しております。

 この変更は、石油関連事業における新ＰＯＳシステムの一斉導入及び連結子会社における大規模太陽光発電

設備の取得を契機として、当社及び国内連結子会社の保有する有形固定資産の使用実態を検証した結果、当社

及び国内連結子会社の主要な資産については、今後も安定的使用が見込まれることから、減価償却方法として

定額法を採用することが、当社グループの経済的実態をより適切に反映する合理的な方法であると判断したた

めであります。

 これにより、当第３四半期連結累計期間のセグメント利益が、「不動産事業」で22,003千円、「再生可能エ

ネルギー関連事業」で10,673千円それぞれ増加し、セグメント損失が、「石油関連事業」で33,663千円、「外

食事業」で1,667千円それぞれ減少しております。

 

 

３．報告セグメントごとの固定資産の減損損失に関する情報

（固定資産に係る重要な減損損失）

 「不動産事業」セグメントにおいては、サンヒルズ学芸大の建て替えを決定したことにより、また「石油関

連事業」セグメント及び「外食事業」セグメントにおいては、販売マージンの悪化等による事業環境の激変に

より、継続して損益がマイナスであることから帳簿価額を回収可能価額まで減額し、当該減少額を減損損失と

して特別損失に計上しております。

 なお、当第３四半期連結累計期間において「不動産事業」セグメントで72,828千円、「石油関連事業」セグ

メントで81,877千円、「外食事業」セグメントで8,324千円を当該減損損失に計上しております。
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